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株式会社ケイ・ラボラトリー（サイバードグループ）の株式の取得に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 16 年 9 月 27 日開催の取締役会において、株式会社サイバードより株式会社

ケイ・ラボラトリーの株式を取得し、持分法適用会社化することを決議しましたので、下記

のとおりお知らせいたします。尚、これに合わせ、株式会社サイバードと株式会社ケイ・ラ

ボラトリーと当社は、『コンテンツ配信のマルチプラットフォーム戦略』における携帯電話向

け事業分野で、広範な協力関係を構築することで合意し、業務提携いたします。 

 

記 

１ 株式の取得の理由 

当社は現在の基幹事業である有線放送事業、ブロードバンド事業、カラオケ事業に加え、既存の

業務店顧客に向けた広告事業および新たに展開している音楽ダウンロード事業等においても、携

帯電話端末の利用によるサービスが大きく拡大されていくものと考えております。そのため、携

帯分野において高い技術力を持つ株式会社ケイ・ラボラトリーをグループ会社とするため、株式

会社サイバードが保有する株式会社ケイ・ラボラトリーの株式 2,372 株を取得いたします。この

結果、同社は当社の持分法適用会社となります。 

 

２ 株式会社ケイ・ラボラトリーの概要 

 (１) 商 号   株式会社ケイ・ラボラトリー 

 (２) 代 表 者  代表取締役社長 真田 哲弥 

 (３) 所 在 地  東京都港区六本木 6-10-1 六本木ヒルズ森タワー22Ｆ 

 (４) 設 立 年 月 日  平成 12 年 8 月 1 日 

 (５) 主な事業の内容  携帯電話およびこれと連動するシステムに関する研究開発、企画、ラ

イセンス、コンサルティング。セキュリティ、非接触 IC カード、デ

ジタル家電に関する研究開発、ライセンス 

 (６) 決 算 期    3 月 

 (７) 従 業 員 数    105 名(平成 16 年 8 月 31 日現在) 

(８) 主 な 事 業 所   本社 東京都港区六本木6-10-1六本木ヒルズ森タワー22Ｆ 

             支社 大阪府大阪市北区堂島 2-4-27 新藤田ビル 14F 

(９) 資 本 の 額  3億3,175万円  



 (10) 発行済株式総数    7,100 株 

(11) 大株主構成及び所有割合  株式会社サイバード(59.25%) 

(12) 最近事業年度における業績の動向 

 平成16年3月期 平成15年3月期 

売 上 高 1,433百万円 864百万円

売 上 総 利 益 695百万円 414百万円

営 業 利 益 175百万円 62百万円

経 常 利 益 172百万円 60百万円

当 期 利 益 131百万円 58百万円

総 資 産 861百万円 541百万円

株 主 資 本 364百万円 186百万円

１株当たり配当金 - 円  - 銭        - 円  - 銭

 

３ 株式の取得先 

 (１) 商 号  株式会社サイバード 

 (２) 代 表 者  代表取締役社長 堀 主知ロバート 

 (３) 本 店 所 在 地  東京都港区六本木 6-10-1 六本木ヒルズ森タワー 

 (４) 主な事業の内容  国内外におけるインターネット対応携帯電話向けコンテンツサービ

ス、モバイルを活用した企業向けマーケティング、e コマース、 

クロスメディアソリューションの開発／提供、並びにユビキタス社

会を見据えた次世代プラットフォームの研究開発 

(５) 当社との関係     特になし 

 

４ 取得株式数，取得金額及び取得前後の所有株式数の状況 

 (１) 異動前の所有株式数         0 株  （所有割合       0％） 

 (２) 取 得 株 式 数     2,372 株  （取得金額 1,660 百万円） 

 (３) 異動後の所有株式数      2,372 株  （所有割合       33.4％） 

 

５ 日程 

  平成 16 年 9 月 27 日    取締役会決議 

  平成 16 年 9 月 28 日    株券引渡し期日 

 

６ 今後の見通し 

株式会社ケイ・ラボラトリーは平成 17 年 8 月期より持分法適用会社となる予定です。 

平成 17 年 8 月期以降の業績予想は、今後の方針に沿って行わせていただきます。 

以 上 
 


